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第Ⅰ編 公募について 

1 章 公募の趣旨 

01 趣旨 

我が国においては、人口減少、高齢化及び国際化の進展等の経済社会情勢の急速な変化が生じ

ており、国民生活の質や水準への影響等、様々な社会課題に直面しています。一方で、様々な

社会課題の中には、法制度や予算等の仕組み上、既存の施策では十分な対応が困難であり、国

及び地方公共団体では対応が困難な課題が多くあります。 

これらの社会課題の解決に資する民間公益活動を促進するための「民間公益活動を促進するた

めの休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（平成 28 年法律第 101 号）」（以下「法」とい

う。）等に基づき、一般財団法人日本民間公益活動連携機構(以下「JANPIA」という。)は、指

定活用団体として、ビジネスの手法を用いて社会課題解決に取り組もうとする事業者に対して

出資を行う資金分配団体1を公募します。 

02 休眠預金等交付金に係る資金の活用により目指す姿 

休眠預金等交付金に係る資金（以下「休眠預金等に係る資金」という。）の活用目的は以下の

２点です。 

① 国及び地方公共団体が対応することが困難な社会課題の解決を図ること 

② 民間公益活動の自立した担い手の育成及び民間公益活動に係る資金を調達することがで

きる環境を整備すること 

これらの目的を達成することで以下のような効果が期待されます。 

⚫ 社会課題の解決のための自律的かつ持続的な仕組みが構築される 

⚫ 資金分配団体や実行団体2が民間の資金を自ら調達して事業の持続可能性を確保する 

⚫ 我が国の社会課題解決能力が飛躍的に向上する 

⚫ 持続可能な開発目標（SDGs）の達成に貢献する 

特に今回公募する出資事業においては、民間資金の呼び水効果を一層発揮させ、資金調

達環境の整備の促進を図るとともに、団体の自立促進等の資金面以外の強化を図るもの

 
1 資金分配団体は、法第 19 条第 2 項第 3 号ロにおいて「実行団体に対し助成等（略）を行う団体であって、当該助成等の実施に必要

な資金について、指定活用団体から休眠預金等交付金に係る資金を原資とする助成等を受けるもの」と定義されています。出資におけ

る資金分配団体の類型については次章で説明しています。 

2 実行団体は、法第 19 条第 2 項第 3 号イにおいて「民間公益活動を行う団体であって、民間公益活動の実施に必要な資金について、

休眠預金等交付金に係る資金を原資とする助成等を受けるもの」と定義されています。 
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とし、出資によって生み出される利益や形成される資金調達環境を有効に活用し、社会

の諸課題の解決に向けた取組を一層強化することを目指します。 

参考：「JANPIA が目指す社会」をご参照ください。 

本事業の財源である休眠預金等は国民の資産であることから、国民をはじめとする  

ステークホルダーに対する事業の透明性や説明責任を果たすとともに、事業による成果

の可視化も求められます。そのため、JANPIA では評価の実施を重視します。また、民間

公益活動の持続可能性を担保するために、民間公益活動の担い手の組織能力強化を目的

とした伴走支援に重点を置いています。 

03 休眠預金等に係る資金の活用に当たっての基本原則 

休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本方針（平成 30 年 3 月 30 日内閣総理大

臣決定）において「休眠預金等に係る資金の活用に当たっての基本原則」が定められて

います。この基本原則に基づいて、休眠預金等に係る資金を活用する指定活用団体、資

金分配団体及び実行団体は業務を遂行することが求められます。基本原則は以下の 9 項

目から構成されています。 

参考：「休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本方針 」をご参照ください。 

（１）国民への還元 

原資が国民の資産であることに鑑み、休眠預金等を預金者等に払い戻す努力を尽くした

上で、休眠預金等に係る資金の活用の成果を広く国民一般の利益の増進に資するように

する。 

（２）共助 

行政が本来行うべき施策（公助）の肩代わりではなく、共助の活動に焦点を当てた支援

を行う。  

（３）持続可能性   

民間公益活動の自立した担い手の育成及び民間の資金を自ら調達できる環境の整備に資

するよう休眠預金等に係る資金を活用し、社会の諸課題が自律的かつ持続的に解決され

る仕組みを構築する。 

（４）透明性・説明責任  

指定活用団体、資金分配団体、活動支援団体、実行団体及び支援対象団体並びに政府の

各主体は、成果を含めたあらゆる情報を国民に分かりやすい形で公表し、説明責任を果

たす。 

（５）公正性    

利益相反の防止等の徹底により、休眠預金等に係る資金の活用を公正に実施する。 

https://www.janpia.or.jp/about/toc/
https://www8.cao.go.jp/kyumin_yokin/shiryou/houshin/2023hhenkou.pdf
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（６）多様性 

優先的に解決すべき社会の諸課題及びその解決策は地域や分野等によって多様であるこ

とに十分配慮する。   

（７）革新性   

各法令や公的制度のいわゆる「狭間」に位置している取組、前例のない取組等を対象

に、多様な手法を用い、柔軟かつ効果的・効率的に休眠預金等に係る資金を活用し、そ

の成果のより広範かつ発展的な展開等を進めることにより、ソーシャル・イノベーショ

ンを実現する。 

（８）成果最大化  

一定のリスクを許容しつつ、社会の諸課題の解決に大きな成果を出すことが見込まれる

事業を積極的に支援することにより、本制度全体でみた成果の最大化を図る。 

（９）民間主導 

本制度の運用に当たっては、指定活用団体を中心に、各関係主体間の連携の下に民間主

導で行い、行政の過度な干渉を避け、民間の発意を尊重する。 

04 優先的に解決すべき社会の諸課題 

申請団体は、次の（1）から（3）の各領域について特定された「優先的に解決すべき社

会の諸課題」のいずれか、又は複数あるいは複合的な課題の解決に資する事業を実施す

る団体に対する出資事業を提案してください。資金分配団体だけでなく、実行団体の事

業が解決を目指す社会課題についても下記 3 領域3のいずれかに該当している必要があり

ます。 

（１）子ども及び若者の支援に係る活動 

① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援 

② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援 

③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援 

（２）日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動 

④ 働くことが困難な人への支援 

⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援 

⑥ 女性の経済的自立への支援 

（３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に

係る活動 

 
3対象となる団体は、JANPIA の掲げる優先的に解決すべき社会の諸課題（３領域）の解決に資する事業を主たる事業とするものであ

り、主たる受益者及び経営者の意図についても３領域との整合性が求められます。主たる事業と切り離された社会貢献活動や慈善活動

等のみを出資対象とする提案は含みません。 
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⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援 

⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援 

以上の (1) から (3) の活動のうち、➀から⑧以外でも、社会の諸課題の解決において多大な

影響や効果が期待され優先して取り組むべき事項に係る事業を実施する団体についても、出

資事業の対象として提案することが可能です。 

2 章 出資の概要 

01 JANPIA の出資方針 

前述の通り、JANPIA の出資事業においては、民間資金の呼び水効果を一層発揮させ、資金調

達環境の整備の促進を図るとともに、団体の自立促進等の資金面以外の強化を図るものと

し、出資によって生み出される利益や形成される資金調達環境を有効に活用し、社会の諸課

題の解決に向けた取組を一層強化することを目指します。 

休眠預金等に係る資金を活用して出資を行うに当たっては、堅実な運用を基本とし、以下の

方針に基づき実施します。 

（１）目標 

出資によってもたらされる社会的成果と収益性の実現の両立を目指すこととし、JANPIA の出

資事業全体における投資倍率は 1 倍以上4を目標とします。 

JANPIA は上記を達成するために、特定の社会課題解決や地域に注力する事業、社会課題解決

の新たな手法にチャレンジする事業などに出資を行っていきます。 

（２）ソーシャル・イノベーションを後押し 

上記目標に向け、適切な資金のリスク管理を行いつつ、社会的成果の創出を優先に位置づけ

る「インパクトファースト」を方針として掲げています。 

インパクトファーストの方針の下、イノベーティブなチャレンジを応援します。具体的に

は、短期的には収益を確保しづらい社会課題領域での新たなビジネスモデルの構築、これま

でにない伴走支援等の仕組みを用いた社会課題解決事業、成功すれば他地域での展開も可能

な社会課題解決事業、等が含まれます。 

（３）資金提供の種類 

実行団体の事業の特性や成長段階に即した適切な資金提供のために、ファンド出資型

（JANPIA が資金分配団体であるファンドに対して出資する方法）及び法人出資型（JANPIA

 
4 ここでの「投資倍率 1 倍以上」は、出資金額（管理報酬も含む）に対して最終的に回収した金額（課税前）が同等以上になることを

意味します。投資にかかる手数料や費用考慮前の計算で実施されます。 
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が資金分配団体である株式会社に対して直接出資する方法）を併置します。 

（４）選定方法・出資額 

JANPIA は、申請団体が作成する包括的支援プログラムとして定められる事業計画や出資方針

（出資先の決定方針、ポートフォリオ戦略、エグジット戦略）等の内容を踏まえて、公募に

より年 1～2 程度の事業を選定します。JANPIA からの出資事業の出資総額の目安は 10 億円

程度（上限は 15 億円）とし、公募申請状況を踏まえファンド出資型・法人出資型それぞれに

資金を配分します。 

（５）新たな資金調達環境の整備 

JANPIA は、これまでの助成による社会課題の解決の取組における成果を踏まえて、ビジネス

の手法を用いて社会課題解決に取り組もうとする事業者に向けた新たな資金調達環境の整備

を促していきます。 

（６）多様なエグジット 

JANPIA は、IPO（新規株式公開）などに限らず、実行団体が行う社会の諸課題の解決を図る

事業が持続的に継続・発展することを企図した多様なエグジット方法の検討を促していきま

す。そのため、多様なエグジット方法にチャレンジする事業を歓迎します。 

（７） 劣後出資の実施 

呼び水効果の強化を図る試みとして、今年度も昨年度に引き続き一定の条件を満たす事業に

ついて、JANPIA の今年度予算の 50％に満たない額を上限（目安）5として、劣後出資の仕組

みを試験的に実施します。 

JANPIA による劣後出資の取組は、特に民間資金の出資が得られにくい社会課題領域（例え

ば、障害を持つ人の起業支援事業や、罪を犯した人の更生事業、いじめ問題の解決を狙う事

業など）に挑む事業者への出資機会を拡げ、事業の創出・成長を促進することを目的として

います。なお、劣後出資は全ての申請事業を対象とするものではなく、劣後出資の希望があ

り、適用条件（後述）を満たすと判断される場合に適用するものです。申請された事業につ

いては、劣後出資の対象として適切かどうかを、投資審査会議において十分に審査します。 

劣後出資の具体的な内容として、JANPIA は出資元本（出資額の 1 倍）までは、出資比率に

応じた分配を受け取りますが、それを超える利益部分について JANPIA は分配を受けず、他

の共同出資者に分配する仕組みです。なお、出資元本の回収ができなかった場合でも、

JANPIA が損失を補填することはありません。 

⚫ JANPIA からの出資額 

各資金分配団体に対する JANPIA の出資額の上限（目安）は以下の通りです。 

・ファンド出資型：出資約束金額総額の 50％ 

・法人出資型：JANPIA 出資時点の出資総額の 50％ 

 

 
5 例えば、本年度は JANPIA 予算の上限が 15 億円であるため、JANPIA が劣後出資として提供する上限は 7.5 億円を下回る額となりま

す。 
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⚫ 劣後出資の適用条件 

劣後出資においては、対象とする社会課題について解像度高く特定されており、かつ以

下の場合などリターンに係る不確実性が高く、既存の融資や出資では資金調達ニーズが

満たされないと認められることを条件とします。劣後出資のルールの適用が妥当である

内容か否かについては、投資審査会議にて判断します。 

① 対象とする社会課題の領域が、量もしくは質の観点で深刻であるものの、市場とし

て認知されていない等、民間資金が不足していると認められること。 

② 想定される財務リターンが低い、もしくは不確実性が高い等の理由により民間商業

資金からの資金調達が困難であること。 

※劣後出資を希望し、投資審査会議にて劣後出資の適用対象とならなかった場合においても

一般出資にて審査継続を希望することも可能です。 

（８）助成事業との関係性 

助成事業において資金分配団体として選定されている団体が出資事業の資金分配団体の運営

者やコンソーシアム構成企業となることは可能です。ただし、助成事業と出資事業を兼ねる

場合、適切な資金の区分管理や公募の公平性が確保される措置を講ずること、及び両事業を

適切に実施できる体制が整備されていることを条件とします。 

一方、実行団体は、資金分配団体から出資と助成を重複して受けることはできません。 

02 資金分配団体の役割 

「休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本方針」（平成 30 年３月 30 日内閣総理大

臣決定、令和 5 年 12 月 25 日一部改正）に掲げられている資金分配団体の役割、前記「第Ⅰ

編 ２章 01 JANPIA の出資方針」に基づき、ファンド出資型であればファンド運営者（GP）

が、法人出資型であればコンソーシアム構成の中核企業が中心となり、以下の役割を果たす

ことが求められます。 

⚫ 「第Ⅰ編 １章 03 休眠預金等に係る資金の活用に当たっての基本原則」に則った出資

を行うこと。 

⚫ JANPIA が提示する「第Ⅰ編 1 章 04 優先的に解決すべき社会の諸課題」を踏まえ、地

域や分野ごとの実情と課題を俯瞰的かつ具体的に把握・分析し、社会課題の解決を目的

としながら、一定の収益が見込める事業計画を策定すること。 

⚫ 資金提供にとどまらず、課題解決が適切に遂行されていくよう、必要に応じた伴走型の

非資金的支援を提供すること。 

⚫ 実行団体の事業特性及び発展段階を踏まえつつ、革新的手法による課題解決への挑戦や

従来十分な資金が届いてこなかった領域などへの資金支援を通じて、自立した民間公益

活動の担い手の育成を図ること。 

⚫ 得られた知見や事例を社会に共有するなどの取組を通じて、民間公益活動の担い手の育

成に資すること。 
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⚫ JANPIA 以外の民間資金（民間企業、金融機関、財団等）を確保するため、具体的な方

策を提示し、実行すること。 

資金分配団体は、ファンド出資型、法人出資型のいずれかのスキームを選択することができ

ます。 

03 ファンド出資型 

ファンド出資型については、本事業の目的を実現することができるよう、以下に掲げる事項

を満たすことを原則とします。各事項については、資金提供契約6 において位置付けること

とします。 

 

【スキーム図（ファンド出資型）】 

 

（１）形式 

ファンドの形式は、投資事業有限責任組合（投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成

10 年法律第 90 号）に基づく組合）によるものとします。JANPIA の出資するファンドは、新

規に設立するファンドを基本としますが、既に設立されたファンド7については、本事業の目

的や本公募要領に定める条件等に合致する場合には対象とすることも可能です。既存ファン

ドとして申請される場合は、事前にご相談ください。 

（２）規模 

ファンドの規模は、数億円から 10 億円程度を目安とし、JANPIA 以外からの出資割合は 50％

以上を目指していただきます。ただし、JANPIA 以外の共同出資者の出資約束金額の状況によ

って、10 億円を超えるファンドの組成も可能です。 

 
6 ファンド出資型における資金提供契約は投資事業有限責任組合契約及びサイドレターのことを指します。 

7 既に設立されているファンドについては、公募開始および投資実行を JANPIA との資金提供契約締結後に行うことを想定していま

す。 
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（３）JANPIA・共同出資者による出資 

JANPIA からの出資金額は 10 億円程度（上限は 15 億円）とし、JANPIA は、ファンドの運営

者を無限責任組合員として選定し、JANPIA は有限責任組合員（以下「LP」という。）として

出資します。 

（４）存続期間 

ファンドの存続期間は 10 年程度を目安とし、最長 15 年まで延長することができます8。 

（５）出資期間 

ファンドが実行団体へ新規に出資できる期間は、存続期間の 2 分の 1 以内を原則とします。 

（６）実行団体への出資手法 

出資手法は、株式・新株予約権（以下、「株式等」といいます。）の取得とします。 

⚫ 出資により取得する株式の割合は、実行団体の総議決権の 50％未満とします。 

⚫ 出資の一部を無議決権株式等で行うことも可能です。ただし、実行団体の育成・事業

基盤強化・ガバナンス整備・継続的な伴走支援を本事業の根幹と位置付けているため、

資金分配団体には、出資手法の選択や投資契約の設計等を通じて、実行団体との継続

的な対話と必要な支援が確保される体制を整えることを求めます。 

⚫ 実行団体１団体に対する総出資額のうちファンドに対する JANPIA 出資割合9までは

新規発行の株式等の取得に充てることとします。既に発行済みの株式等を取得する場

合（セカンダリー投資）は、事前に諮問委員会の承認を得るものとします。 

（７）ファンド運営者による出資 

ファンド運営者は、出資約束金額総額の１％以上を出資するものとします。 

（８）出資金の払込方法 

各出資者の出資約束金額を確定した上でのキャピタル・コール方式とします。 

（９）管理報酬 

ファンド運営者は、毎年、ファンド運営に対する報酬として出資期間は出資約束金額総額の

3.5%を上限、出資期間後は出資総額（実行団体に出資した累計額）の 3.5％を上限に管理報

酬を受領することができます。ただし、管理報酬の料率が平均して年 3.5％以内に収まってい

る場合には、ある特定の年度における管理報酬の料率が 3.5％を超えることも認められます。

ただし、管理報酬は、ファンド運営に要する経費等を踏まえた合理的な水準に設定する必要

があります。延長期間における取扱いについては LP と協議の上で決定します。具体的な水

準については、自身が策定する出資方針等を踏まえてファンド運営に必要かつ適切な範囲に

おいて、申請時に提案してください。管理報酬には、ファンド設立や社会的インパクト評価

 
8 例えば、存続期間 10 年・延長期間５年とすることや、存続期間 12 年・延長期間３年とすることも可能です。 

9 例えば、JANPIA のファンドに対する出資割合が 40％の場合、1 実行団体の総出資額のうち 40％までは新規発行の株式または新株予

約権の取得に充てる必要があります。 
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（レポート作成等も含むすべての費用）に要する経費を含めてください。 

（１０）成功報酬等10  

ファンド運営者は、すべての共同出資者に対して、その出資元本 100％に相当する金額を分

配した後に、出資元本を超過する部分（利益部分）がある場合には、当該部分の一定割合

（20％を目安）を成功報酬等として受領することができます。ハードル・レート（成功報酬

支払の基準となる最低限期待される収益率）については、設定の有無も含めて、申請時に提

案してください。成功報酬受領後の残金については、各組合員の出資割合に応じて分配しま

す。 

[劣後出資への申請を希望する場合] 

⚫ 成功報酬受領後の残金については、JANPIA を除く他の LP には JANPIA 出資割合相当額

を含めた残金を各出資割合に応じて分配します。劣後出資は、JANPIA 以外の LP 投資家

を呼び込むための手法として試験的に実施するものであるため、ファンド運営者は

JANPIA の出資割合相当額への分配を受け取ることはできません。 

⚫ 前述の通り、JANPIA は出資元本（出資額の 1 倍）までは、出資比率に応じた分配を受け

取ります。ただし、元本を超える収益については、ファンド運営者の成功報酬を除いた残

りの金額のうち JANPIA の出資比率への分配に相当する金額を、JANPIA ではなく、ファ

ンド運営者以外の他の共同出資者に分配する仕組みです。 

（１１）投資委員会の設置 

ファンド運営者は、投資委員会を設置し、同委員会において実行団体への出資、エグジット

等に関する事項を審議し、決定します。 投資委員会は、出資事業に関する知識・経験を有す

るファンド運営者の役員・パートナー等から構成し、加えて、社会課題解決に関する知見を

有する専門家、学識経験者、実務家等が関与する必要があります。なお、投資委員会の構成

については、役員・パートナー自身が起案した案件については意思決定から外れるなど、出

資事業が公正かつ適切に実行されることが担保されるよう設計することが求められます。 

※社会課題解決の専門家等の関与の方法としては、以下が考えられます。 

⚫ 投資委員会の議決権を有するメンバーとする 

⚫ 投資委員会にオブザーバーとして参加させる 

⚫ 投資委員会等の決定に当たって専門家等の意見を聴取する 

（１２）社会的インパクト評価 

ファンド運営者は、社会的インパクト11評価を毎年実施し、インパクト・レポートを作成・公

表します。 

社会的インパクト評価に関する詳しい内容については「06 報告・公表」をご覧ください。 

 
10 成功時分配/キャリード・インタレストを含みます。以下同じ。 
11 出資先となる実行団体が行う事業は活動を通じて、社会に対するポジティブなインパクト（正の影響）を生み出す可能性と、それに
伴ってネガティブなインパクト（負の影響）を意図せずにもたらす可能性を同時に持ち合わせています。よって、社会的インパクトを
評価する際には、正の影響だけではなく、意図せずに生じ得る負の影響も同時に考慮する必要があります。 
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（１３）利益相反 

ファンド運営者は、ファンドに不利益が生じないよう利益相反に注意する必要があります。 

⚫ ファンド運営者は、ファンドの出資期間満了時又は実行団体への出資総額及びその他の

支出の合計額が出資約束金額総額の一定割合を超えた時のいずれか早い日までは、LP

の事前承認なしに、本ファンドの事業と同種又は類似の事業を自ら行うこと、本ファン

ドと同種又は類似の事業を行う他の団体の無限責任組合員、取締役又は業務執行者その

他これらに類似する役職として当該団体の管理及び運営を行うことはできないものとし

ます。 

⚫ 法令に定める場合を除いては、本ファンドと自ら取引を行う、又は本ファンドと自身が

運営する他のファンドとの取引を行うことはできません。 

⚫ ファンド運営者が他の会社の子会社等である場合、ファンド運営者は、ファンド運営に

関する意思決定において、親会社等の意向、指図等に影響又は拘束されることなく、フ

ァンド全体の利益のために独立した意思決定ができる体制であることが要求されます。 

⚫ ファンド運営者は、次に掲げる法人に対して出資を行うことができません。 

（ア）ファンド運営者の親会社・子会社その他の関係会社（ファンド運営者が直接・間

接に支配する法人、またはファンド運営者を直接・間接に支配する法人及びその支配下

にある法人） 

（イ）ファンド運営者の役員・従業員・株主及びその親族が現在役員である法人 

（ウ）上記の者が過去に役員であった法人のうち、退任後 6 ヶ月を経過していない法人 

（エ）ファンド運営者、上記関係会社、本組合の事業関係者及びその親族が合算して発

行済み株式・議決権の一定割合以上を保有している法人 

（１４）出資金の取り扱い 

資金分配団体は、出資金を資金提供契約において定める用途や申請した事業以外に使用する

ことはできません。JANPIA に対する組合財産の分配（清算人による残余財産の分配を含

む。）については、株式等の現物ではなく、金銭により行う必要があります。 

 

（１５）その他 

ファンド創設に当たって、JANPIA は適格機関投資家等特例業務（金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 63 条第 1 項）の対象投資家（同項、同法施行令第 17 条の 12 第 1 項第 9

号）ではありますが、適格機関投資家ではない点に留意してください。 

⚫ ファンドによる借入れ及び債務の保証は、一切禁止とします。 

⚫ ファンドが得た株式の譲渡益又は配当収入による利益の再投資は行えないこととしま

す。 
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04 法人出資型 

法人出資型は、長期的な視野で地域の実行団体を育成する観点から伴走支援を重視した出資

を行い、出資先となる実行団体の持続的な成長を重視した出資を目指します。 

ファンド出資型と異なる特徴として、資金分配団体の存続が JANPIA からの出資終了後も継

続可能な点や、種類株等を利用した柔軟な設計などの工夫が可能な点などが挙げられます。

一例として、「特定地域で持続可能な社会を創るためのまちづくり会社」、「特定の課題領域に

特化し、専門性を蓄積しつつ実行団体との協業や連携等を通して社会課題解決を目指す会

社」、「出資先の安定株主として期間を定めずにゼブラ企業の伴走支援を行う会社」など、法

人を新たに設立する利点を活かした事業を募集します。 

法人出資型については、本事業の目的を実現することができるよう、以下に掲げる事項を満

たすことを原則とします。各事項については、資金提供契約12において位置付けることとしま

す。 

【スキーム図（法人出資型）】 

 

（１）形式 

JANPIA の出資先となる資金分配団体は、複数の企業等がコンソーシアムを組んで新たに設立

する株式会社とし、出資事業、経営支援等の事業及びその他の関連事業を行います。資金分

配団体が発行する株式は、すべて譲渡制限付株式とします。 

※法人出資型では 1 社単独で資金分配団体となることはできません。 

（２）実行団体への出資 

資金分配団体は、自己資金及び JANPIA からの出資金を原資として、実行団体への出資を行

います。 

 
12 法人出資型における資金提供契約は、出資契約を指します。 
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（３）JANPIA による出資・処分 

JANPIA は、10 億円程度（上限は 15 億円）の範囲内で資金分配団体に株式出資しますが、自

己資金の割合は 50％以上を目指していただきます。その上で JANPIA が取得する普通株式又

は種類株式の内容を具体的にご提案ください。 

例えば、JANPIA に対しては議決権のある配当劣後株式、事業運営に関与しない共同出資者に

対しては、議決権のない配当優先株式等を発行するなどの方法も可能です。 

なお、JANPIA の議決権割合は、出資後の全期間を通して最低限３％としますが、最大でも

15％未満とします。 

JANPIA は、保有株式について 10 年程度を目安に売却するものとします。JANPIA 保有株式

の処分方法13は、申請時にご提案14ください。 

（４）存続期間 

資金分配団体の存続期間の定めは設けず、JANPIA による株式処分後も株式会社を存続させて

出資事業等を継続することができます。 

（５）出資期間 

資金分配団体が実行団体へ新規に出資できる期間を厳密には定めませんが、資金提供契約に

定められた出資金額の総額のうち一定の運営経費を除く部分については、事業開始から遅く

とも５年程度までに実行団体への出資の原資に充当することが望ましいと考えられます。具

体的な出資計画については、申請時にご提案ください。 

（６）実行団体への出資手法 

出資手法は、株式等の取得とします。出資により取得する株式の割合は、実行団体の総議決

権の 50％未満とします。 

⚫ 出資の一部を無議決権株式等で行うことも可能です。ただし、実行団体の育成・事業基

盤強化・ガバナンス整備・継続的な伴走支援を本事業の根幹と位置付けているため、資

金分配団体には、出資手法の選択や投資契約の設計等を通じて、実行団体との継続的な

対話と必要な支援が確保される体制を整えることを求めます。 

⚫ 実行団体１団体の株式等の取得に要する総額15のうち、資金分配団体（新設会社）に対

する JANPIA 出資割合16に相当する金額は、新規発行の株式等の取得に充てることとし

ます。既に発行済みの株を取得する場合（セカンダリー投資）は、事前に JANPIA の承

諾を得るものとします。 

 

 
13 ファンド出資型同様、株式等の現物ではなく、金銭により行う必要があります。 

14 例えば、JANPIA による出資から 10 年が経過したことを条件として、資金分配団体が JANPIA の保有株式を取得する方法やコンソ

ーシアム構成企業が JANPIA 保有株式を買い取る方法も考えられます。 

15 資金分配団体が実行団体の株式等を取得（既発行の株式等を第三者から取得する場合を含む。）する際に投資する総額をいいます。 

16 例えば、JANPIA 出資時点の新設会社に対する JANPIA 出資割合（JANPIA 及びコンソーシアム構成企業が出資した総額に対する

JANPIA の出資金額の割合）が 40％の場合、1 実行団体の株式等の取得に要する総額のうち 40％に相当する額は新規発行の株式等の取

得に充てる必要があります。 
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（７）機関設計 

資金分配団体の機関構成は、取締役会を設置し、監査役設置会社（会社法（平成 17 年法律第

86 号）第 2 条第９号）、監査役会設置会社（同条第 10 号）、監査等委員会設置会社（同条第

11 号の２）、指名委員会等設置会社（同条第 12 号）のいずれかとします。 

（８）管理的経費 

資金分配団体は、申請時に提出する事業計画及び資金計画に基づき、事業を運営します。申

請時に具体的な資金計画をご提案ください。 

（９）成功報酬等 

成功報酬等の設定の考え方には様々な手法・評価等が考えられます。成功報酬等の設定を検

討される場合は、申請時にご提案ください。 

（１０）出資金の取り扱い 

⚫ JANPIA からの出資金額は、その全額を出資原資にすることや、一定割合を運営資金に

充当することも認められます。 

⚫ 資金分配団体は、出資金を資金提供契約において定める用途や申請した事業以外に使用

することはできません。 

⚫ 資金管理者（会計責任者・会計担当役員等）は複数名を置く体制をとり、預金残高及び

取引状況に間違いがないかを確認する体制をつくってください。 

⚫ 実行団体への出資に利用する口座、通常事業(管理業務や庶務の支払い等)に利用する口

座をそれぞれ用意してください。口座は財産保護の観点から決済用預金口座としてくだ

さい。出資に利用する口座に関しては、四半期ごとに口座の取引状況及び残高が分かる

よう、通帳のコピーを JANPIA に提出してください。 

（１１）投資委員会の設置・社会的インパクト評価 

ファンド出資型に準じます。 

（１２）利益相反 

資金分配団体は、コンソーシアム構成企業、その親会社もしくは子会社、又はこれらの法人

の役職員が役職員を務める他の法人に対する出資はできません。 

※コンソーシアム構成企業は、本制度の趣旨に鑑み、資本関係及び役職員の兼任等がなく、

利益相反関係にない企業である必要があります。 

（１３） その他 

法人出資型においては、法人運営に関する事項などの詳細な内容を資金提供契約に規定する

必要があります。詳細については、資金提供契約案（出資契約書タームシート案）ひな形を

ご確認ください。 
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05 出資条件等 

（１）運営方針 

資金分配団体は、社会課題の解決と収益性の実現の両立を目指し、投資倍率１倍以上を達成

するよう適切なポートフォリオ戦略に基づき出資事業を運営します17。 

（２）出資対象 

資金分配団体は、原則として、以下の条件を満たす株式会社（以下、実行団体）へ出資する

こととします。なお、出資対象となる企業が各条件を満たすかについては、当該出資の初回

時点において判断するものとします。 

① 対象とする課題領域 

「第Ⅰ編 1 章 04 優先的に解決すべき社会の諸課題」に記載の範囲内であって、申請した内

容に沿ったものとする。 

② 対象とする企業 

⚫ 金融商品取引所又は日本国外にある同様の取引所にその株式が上場されていない企業へ

の出資であること。 

⚫ 大企業（本事業では資本金５億円以上又は負債 200 億円以上の企業をいう。以下同

じ。）への出資でないこと。 

⚫ 特定の組織から 50％以上の出資を受けている企業への出資でないこと（出資後に当該要

件に該当しなくなることが明らかである場合を除く）。 

⚫ 日本法に基づき設立され、日本国内のみにおいて事業を行う株式会社に対する出資

であること。但し、日本国内にとどまらず日本国外にも及ぶ事業を行う株式会社で

あっても、所定の条件18を満たし、事前に諮問委員会の承認を得た場合に限り19、出

資の対象とすることができるものとする。 

なお、以下のいずれかに該当する企業への出資はできません。 

⚫ 宗教の教義を広め儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするも

の。 

⚫ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするもの。 

⚫ 特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第 3 条に規定する公職をいう。）の

候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）もしくは公職にある者又は政党を推薦

し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするもの。 

 
17 ファンド出資型の場合は、出資金額（管理報酬も含む）に対して最終的に回収した金額（課税前）が同等以上になる出資事業を設

計・運営すること、法人出資型の場合は、JANPIA が出資した金額以上の額で JANPIA がエグジットできるような出資事業を設計・運

営することが求められます。 

18 ①日本国内に主な拠点がある、②本制度に定める優先的に解決すべき社会課題の解決に向けた取組である、③日本国民一般の利益の

一層の増進に資するものである、の３条件を満たすことが求められます。 

19 法人出資型の場合は、JANPIA の事前承認を得た場合に限り、出資の対象とすることができるものとする。 
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⚫ 休眠預金等に係る資金を活用する指定活用団体の指定、資金分配団体、活動支援団体、

実行団体もしくは支援対象団体の選定を取り消され、その取消しの日から 3 年を経過し

ない団体、又は他の助成制度もしくは出資制度においてこれに準ずる措置を受け、当該

措置の日から 3 年を経過しないもの。 

⚫ 役員のうち次のいずれかに該当する者がいるもの。 

（ア）拘禁刑以上の刑（懲役及び禁錮を含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から３年を経過しない者。 

（イ）法の規定により罰金の刑に処され、その刑の執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなった日から 3 年を経過しない者。 

⚫ ガバナンス・コンプライアンスの体制面で、特定の企業・団体等から独立していないも

の。 

⚫ 独立行政法人及び国立大学法人。 

⚫ 地方公共団体等の行政機関20と強い関係性を有する団体。 

※下記(ア)～(ウ)に該当する団体。該当しない場合であっても、「民間主導」が担保され

る仕組みを有しておらず、事業が「行政施策の肩代わり」とみなされるおそれがある団

体21については、事前に諮問委員会の承認を得ない限り、出資対象とできない。 

（ア）行政機関の議決権保有率が 3 分の 1 超を占める団体。 

（イ）行政機関の職員が、役員の過半数を占める団体（職務外の行為として従事する場

合はこの限りではない）。 

（ウ）行政機関の株式保有比率が最大である、運営財源の半分以上を行政機関からの補

助金等が占める、地方公共団体からの出資が４分の１以上である等の場合であって、組

織基盤（財政・人材面を含む）において行政機関に依存等している団体。 

⚫ JANPIA の役職員及び審査委員が役職員に就いている団体、又は過去にこれらの者が役

職員に就いており退任後６か月間を経過していないもの。 

⚫ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始申立、民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）に基づく民事再生手続開始申立又は破産法（平成 16 年法律第 75

号）に基づく破産手続開始申立がなされているもの。 

⚫ 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けているもの。 

⚫ 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続

の開始決定がなされているもの。 

（３） 実行団体の公募 

出資先となる実行団体は、公募により選定します。その際、JANPIA が定める項目を含む公募

要領22や出資先の概要等を、WEB サイトなどで一般に公開することが求められます。 

 
20 行政機関には、当該行政機関が支配的地位にある機関（当該行政機関に対して(ア)～(ウ)の関係性にあるもの）を含み、同機関と当

該行政機関とは一体のものとみなす。 
21 国又は地方公共団体等が策定した文書や議会の議決等により団体の運営等が拘束される場合、法令により行政等の事務とされている

ものを契約等により実施する場合、等。 
22 公募要領への掲載が必要な内容は、Q&A『【出資】出資事業では、ファンドの投資先は公募することになっていますが、具体的にど

のように公募することが求められるのでしょうか？』への回答にて記載しています。 

https://www.kyuplat.com/faq/3170/
https://www.kyuplat.com/faq/3170/
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06 報告・公表 

資金分配団体は、以下の(1)から(5)の形で、報告・公表を行う必要があります。 

資金分配団体は、原則として四半期に１回以上、JANPIA と対面形式（WEB 会議を含む）によ

り、出資事業の進捗について協議を行うとともに、原則として 6 か月ごとに、資金分配団体の

業務執行状況、財産状況、実行団体の概要等についての報告を提出するものとします。 

⚫ 四半期毎 

・事業の進捗状況（ハンズオン、ソーシング、実行団体の状況等を含む） 

・事業運営上の課題や対応策、今後のスケジュール、社会的インパクト評価の状況等の報告

及び協議 

⚫ 半期 

・組合財産の運用状況（半期財務諸表等） 

・本組合の業務執行状況、財産状況、投資先事業者の概要（収支・雇用等の経営の状況・変

化等を含む）、及びインパクト指標の状況に係るレポート 

⚫ 1 年毎（期末毎） 

・運用報告会・社会的インパクト評価報告会の実施 

・運営(運用報告書)及び組合財産の運用状況（監査を受けた財務諸表等） 

・インパクト・レポート 

⚫ 事業完了時 

・事業完了報告書（ファンド期間終了時及び投資先エグジット時） 

※JANPIA は提出された報告書に対して監査を行います 

※劣後出資については、試験的な実施であることを踏まえ、「01 JANPIA の出資方針 ⑺劣後

出資の実施」に定める適用条件充足状況等を確認するため、上記に加え一定の報告・情報共

有を求める場合があります。 

（１） 随時(適宜)報告内容 

資金分配団体（ファンド型の場合はファンド運営者。以下この項において同じ）は、JANPIA

に対し、事業の進捗状況に応じて以下の事項に関し報告するとともに、JANPIA から要請があ

った場合には、出資事業に関する情報の開示を行うものとします。なお、以下の事項のう

ち、①については出資実行の翌月末まで、②と③については発生後遅滞なく報告を行うもの

とします。 

①   出資実行した場合の実行団体の概要、出資額等 

②   資金分配団体、及び実行団体に発生した次に掲げる重要な事情の内容等 

②-1 役員変更、業務遂行上重要な人物による関与の変更・異動・退職、移転、合併、株式交

換、株式移転、会社分割、事業譲渡、事業の休止又は廃止、破産、会社更生又は民事再

生の手続開始申立等 
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②-2 上場承認 

②-3 監督省庁等に許認可が必要な業務に関して、許認可に関わる支障、違反、トラブル等が

発生した場合 

③   出資事業に関係する団体、役職員等がハラスメント、人権侵害、法律違反等があった場

合、あるいは出資事業に関係する重要な書類の偽造、詐称等の疑義や事実が判明した場

合等 

また、JANPIA は、業務遂行における懸念やリスク等が発生した場合、資金分配団体及びファ

ンド運営者の財務内容等の経営状況やガバナンス・コンプライアンス体制について、必要に

応じ報告を求めることができるものとします。 

（２）運用報告会の実施 

資金分配団体は、以下の通り運用報告会を実施するものとします。 

・ファンド出資型：LP に対して年１回以上 

・法人出資型：出資者に対して年１回以上 

（３）社会的インパクト評価報告会の実施 

資金分配団体は、以下の通り社会的インパクト評価報告会を実施するものとします。 

・ファンド出資型：LP に対して年１回以上 

・法人出資型：出資者に対して年１回以上 

（４）実行された出資対象案件の公表 

資金分配団体は、実行された出資対象案件の概要（実行団体の名称、所在地、事業概要、出

資の方法（取得する株式等の内容）、出資金額、選定理由、取得した株式等の処分等の概要

等）を公表します。公表内容は、関係者の利益を損なわない範囲で、JANPIA と協議の上で行

います。 

（５）社会的インパクト評価及びインパクト・レポートの公表 

資金分配団体は、社会課題の解決を目指し、収益性の実現とともに大きな社会的成果を創出

できる可能性を有する実行団体を選定し、実行団体と対話しながら事業の改善を促し、実際

の結果を測定・管理していく必要があります。資金分配団体は以下の通りインパクト・レポ

ートを作成・公表するものとします。 

・ファンド出資型：LP と協議の上、インパクト・レポートを作成し、年１回以上公表 

・法人出資型：出資者と協議の上、インパクト・レポートを作成し、年１回以上公表 

社会的インパクト評価の実施に当たっては、実行団体の事業フェーズ等を考慮しながら、事

業の価値を高めていくことを目的として実施することが重要です。JANPIA の評価指針23及び

ガイドラインを踏まえつつ、以下の通り、出資事業の特性を考慮し、事業の進展等に合わせ

て JANPIA、資金分配団体、実行団体で協議の上、実態に即した評価を行います。JANPIA は

 
23 資金分配団体・活動支援団体・実行団体に向けての評価指針 

https://www.janpia.or.jp/_assets/download/dormant-deposits/ongoing/guideline/hyoka_shishin_rev202405.pdf
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必要に応じて、社会的インパクト評価の実施の支援を行います。ノウハウを有する外部の専

門機関等の協力を得て、当該機関と資金分配団体が一体となって体制を確保し、社会的成果

の創出に取り組むことも可能です。将来的にはこうした評価体制の構築を目指していくこと

が求められます。 

⚫ 実行団体の評価 

実行団体は、自らが評価の主体としての役割を担いつつ、社会的成果の把握に必要なデ

ータを資金分配団体と共有するなど、資金分配団体と連携して評価を実施します。資金

分配団体は、こうした各実行団体の評価結果について、インパクト・レポートに適切に

反映させます。 

⚫ 資金分配団体の評価 

資金分配団体は、自らの出資事業全体について、事前評価は申請時や審査過程におい

て、中間評価は出資期間が終了した時点において、事後評価はファンドが終了した  

時点24において、総合的な評価を実施し、これらの結果についてインパクト・レポート

にも反映させます。 

07 JANPIA の関与 

JANPIA は、以下の(1)から(3)の形で、資金分配団体の出資事業に関与できるものとします。 

（１）投資委員会等への参加 

・ファンド出資型：ファンド運営者が設置する投資委員会に JANPIA はオブザーバーとして

出席できるものとします。 

・法人出資型：資金分配団体が設置する投資委員会及び取締役会に JANPIA はオブザーバー

として出席できるものとします。 

（２）諮問委員会25（ファンド出資型）/ 事前承認・協議事項（法人出資型） 

・ファンド出資型：JANPIA は諮問委員会の一員として、主に利益相反などに関する事項につ

いて承認や、意見陳述を行います。 

・法人出資型：JANPIA は、予め決められた事項について、事前に承認、または協議を行いま

す26。 

(３) ファンド運営者、資金分配団体とのコミュニケーション 

JANPIA は、定期的に外部専門家を活用しながら、実行団体の経営状況や資金分配団体の運営

状況の把握を行うなどのモニタリングを実施し、ファンド運営者や資金分配団体との意見交

 
24 法人出資型においては、JANPIA が保有株式を処分した時点とします。 
25 諮問委員会の設置は、必須とし、資金提供契約の締結と同時に設置するものとします。 
26法人出資型における承認事項は、組織・株式関連の重要変更、事業の開始・変更、重要契約や提携、一定額以上の資産・借入等の取

引、役員人事や訴訟対応などの重要事項について、また、協議事項は社内規程の制定や組織・資本・人事等の会社運営に関する重要事

項の決定、及び株主・関連当事者との取引や重要契約の締結等の経営に重大な影響を及ぼす行為などです。詳細は法人型出資タームシ

ートをご参照ください。 
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換を行うことができるものとします。 

(４) 社会的インパクト評価への関与 

JANPIA は、資金分配団体による社会的インパクト評価の実施に当たり、資金分配団体、ファ

ンド運営者、その他支援機関と意見交換を行うことができるものとします。また、インパク

ト・レポートの作成等に当たり、必要な支援を行うものとします。 

３章 申請団体の申請要件 

申請団体が申請時点で満たすべき要件は以下の通りです。 

⚫ 出資事業に関して実質的に主体となる法人が申請を行うこと。 

・ファンド出資型：ファンド運営者となる法人が行うこと。 

・法人出資型：コンソーシアム構成企業でも中心となる法人が申請を行うこと。 

⚫ 審査の段階でガバナンス・コンプライアンス体制や経営の健全性などを確認する必要が

あるため、申請団体は日本国内に登記されている法人に限定する。そのため、例えば有

限責任事業組合27（LLP）は法人格を有さないため、ファンド運営者となることは可能だ

が、申請者として申し込むことはできない。 

⚫ 出資事業の運営能力を持つ法人が申請を行うこと。 

・ファンド出資型：金融商品取引法その他のファンド規制を遵守して、自らがファンド

運営者となり、本公募要領を満たすファンドを創設し運営を行うことのできるもの。（フ

ァンド運営者が運用を別会社に委託する場合、又は複数社が合同会社等を設立してファ

ンド運営者となる場合は、関係各社が合意の上、提案していることが確認できる書類を

提出すること。） 

・法人出資型：複数の企業の出資の下で、社会課題解決に取り組む企業に向けた出資を

専門的に行う株式会社を設立予定で、本公募要領を満たす運営を行うことのできるも

の。 

⚫ 出資業務の実績を有すること。（申請団体が実績を有していない場合等は、申請団体のメ

ンバーが以前に在籍したファンド運営や出資業務に関する実績を考慮します。） 

⚫ 申請可能な事業数を超えないこと。 

・資金分配団体は（本公募に対して、）ファンド出資型又は法人出資型のいずれか一つの

みを選択して申請するものとする。 

・アドバイザーその他の立場で関与する場合であっても、上記同様。なお、個人として

の副業・兼業等により他の事業に関与することを妨げるものではない。 

⚫ 「第Ⅰ編 2 章 出資の概要」を満たすことのできるファンドもしくは株式会社を運営して

いるもの、又は運営する予定であるもの。 

 
27 有限責任事業組合契約に関する法律（平成 17 年法律第 40 号）に基づく組合 
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ただし、以上に該当する場合でも、以下のいずれかに該当する場合は応募ができません。 

⚫ 宗教の教義を広め儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするも

の。 

⚫ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするもの。 

⚫ 特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第 3 条に規定する公職をいう。）の

候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）もしくは公職にある者又は政党を推薦

し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするもの。 

⚫ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2

条第 2 号に規定する暴力団をいう。） 

⚫ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）もしくは暴力団の構成員

でなくなった日から 5 年を経過しない者の統制の下にあるもの。 

⚫ 暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する反社会的団体。 

⚫ 指定活用団体の指定、資金分配団体、活動支援団体、実行団体もしくは支援対象団体の

選定を取り消され、その取消しの日から 3 年を経過しない団体、又は他の助成制度もし

くは出資制度においてこれに準ずる措置を受け、当該措置の日から 3 年を経過しないも

の。 

⚫ 役員のうち次のいずれかに該当する者がいるもの。 

（ア）拘禁刑以上の刑（懲役及び禁錮を含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から 3 年を経過しない者 

（イ）法の規定により罰金の刑に処され、その刑の執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなった日から 3 年を経過しない者 

⚫ ガバナンス・コンプライアンスの体制面で、特定の企業・団体等から独立していないも

の。 

⚫ 独立行政法人及び国立大学法人。 

⚫ 国、地方公共団体等の行政機関と強い関係性を有する団体28。 

※設立経緯、運営財源の性質（行政の予算かどうか）、株主構成、役職員構成、独立し

た意思決定の可否等の団体の特性を総合的に考慮の上判断します。 

⚫ JANPIA の役職員及び審査委員が役職員に就いている団体、又は過去にこれらの者が役

職員に就いており退任後６か月間を経過していないもの。 

⚫ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始申立、民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）に基づく民事再生手続開始申立又は破産法（平成 16 年法律第 75

号）に基づく破産手続開始申立がなされているもの。 

⚫ 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けているもの。 

⚫ 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続

の開始決定がなされているもの。 

 
28 例えば、運営財源が 100％行政予算で充当されている団体や、行政職員が運営実務に従事しその割合が申請団体の構成員の 100％を

占める団体（行政職員であっても、職務外の行為として団体の事業に従事する場合にはこの限りではありません）が想定されます。 
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第Ⅱ編 申請について 

1 章 申請手続き 

01 公募期間・スケジュール 

公募要領公開 ２０２６年７月１４日（火） 

申請様式等公開 ２０２６年７月中 

事前エントリー受付開始 ２０２６年７月２２日（水） 

申請受付開始 ２０２６年９月１日（火） 

事前エントリー締切 ２０２６年９月２４日（木）正午 

公募締切  ２０２６年１０月３０日（金）正午 

書面審査、二次審査 ２０２６年１１月～２０２７年３月 

申請団体面談 ２０２７年２月中旬～２月下旬 

審査結果通知 ２０２７年４月以降 

※公募説明会については「08 公募説明会の実施」を参照してください。 

※選定後の流れについては「第Ⅲ編 選定から終了まで」を参照してください。 

※事前エントリーを早めにご提出いただくことで、複数回のフィードバック面談を受けていた

だくことが可能です。 

02 質問受付・個別相談受付 

（１）質問の受付 

公募要領等に関するご質問やご相談は、随時受け付けております。 

「公募質問受付」フォームよりお申込みください。※電話等での質問は受け付けておりませ

ん。 

質問窓口 https://janpia.form.kintoneapp.com/public/janpia-9estionwindw 

 

（２） 質問の回答方法 

https://janpia.form.kintoneapp.com/public/janpia-9estionwindw
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いただいた質問は、メールにて回答した上で、必要に応じて WEB サイトにて Q＆A として公

表させていただく可能性があります。 

（３） 個別相談受付方法 

JANPIA 出資事業部が、事業計画等についての相談に個別にお答えします。「個別相談申込

み」フォームからお申し込みをお願いいたします。相談回数の制限はありませんのでぜひご

活用ください。 

個別相談申込み https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2026-investment/consult/ 

03 事前エントリーについて 

２０２６年７月２２日（水）から２０２６年９月２４日（木）までの「事前エントリー」が

必須となります。公募への申請は事前エントリーをされた団体を対象とします。 

事前エントリーは、申請を検討されている事業内容が本制度の要件や目的と合致しているか

確認の上、フィードバックすることを目的としています。事前エントリー内容が審査結果に

影響することはありません。また、事前エントリー後においても、事業計画等の内容を変更

することは可能です。 

フィードバックは事前エントリーをされた全ての団体へ実施します。以下に記載する「事前

エントリーページ」にアクセスし、事前エントリーフォームにて必要項目を入力してくださ

い。詳しくは、「04 事前エントリーの内容」をご参照ください。 

事前エントリーページ https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2026-investment/entry/ 

 

04 事前エントリーの内容 

1.出資戦略 

1-1. 対象とする社会課題（500 文字程度で簡潔に入力してください）※必須 

（受益者、課題の広さや深さなど、課題の状況がわかるよう記載してください。） 

1-2. 上記課題解決にチャレンジしようとする理由（300 文字程度）※必須 

1-3. 上記課題を解決するための出資戦略（800 文字程度） ※必須 

（出資対象・出資の手法・期間・エグジット等を含み、どのように課題解決を進

めていくのかを具体的に記載してください。そして実行団体による課題解決が進

むよう、資金分配団体がどのように価値を発揮するのかも含めてください。） 

1-4．インパクト戦略 

・目標（中期アウトカム、中期アウトカムに対する現状認識、長期アウトカム、  

https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2026-investment/consult/
https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2026-investment/entry/
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 最終的に便益を届けたい人々） ※必須 

・進捗確認（KPI 等） ※必須 

  ・具体的な戦略（出資先、投資家としての貢献） ※必須 

・リスクへの対応（中期アウトカムに関する目標が達成できないリスク、 

 ファンドの運用に伴って生じうるネガティブな影響を含みます） ※任意 

※本項目については、応募時点では出資先（実行団体）が不確定であることから、ファンドと

して確定しているべき事項と、出資先決定前後にアウトカム・KPI をどう設計・確定・運用し

ていくかの方針と枠組みという観点を中心に、以下を参照しご記載ください。 

「中期アウトカム」にはファンドとして達成を目指すアウトカムの方向性・類型を記載してく

ださい。個別出資先ごとの数値目標は出資先決定後に確定する前提で構いませんが、その場合

もどのような考え方でアウトカムを設定するかを記載してください。 

「KPI 等」については、想定する指標の種類・設定の考え方・測定方法を記載してください。 

1-5. 本提案の独自性・優位性・新規性など ※任意 

2.出資スキーム 

2-1.【ファンド出資型】 

・ファンド規模（出資約束金額総額、想定額及び最大額）※必須 

・想定する LP 構成・候補者 ※任意 

・ファンドの存続期間 ※必須 

・管理報酬 ※必須 

【法人出資型】 

・想定するコンソーシアム構成企業、それぞれの想定出資額 ※必須 

・JANPIA のエグジットへの対応方針 ※任意 

・管理費用の年間支出額 ※任意 

2-2. 出資対象(ステージ、主な業種・分野、テーマ、対象地域等) ※必須 

3.チームの実績・

体制  

※必須 

3-1. 投資委員会の構成、各人の簡単な経歴 

3-2. 主要な出資担当者(キャピタリスト)の経歴や同種ファンドあるいは 

出資スキーム運営実績等（投資事業以外での伴走支援の実績などもあれば記載） 

3-3.  主要な社会的インパクト評価担当者の経歴、評価実務実績等（外部協力者含む） 

4.JANPIA との 

関わり  

※任意 

4-1. 希望する JANPIA の出資額（希望最大額と最小額を記載） 

4-2. 期待する JANPIA の役割（資金提供支援以外で JANPIA に期待する内容） 

5.劣後出資スキ

ームの希望 

※必須 

5-1. 劣後出資スキームの希望有無 

6.その他 

※任意 

6-1. 申請に向け、現時点での課題、確認したいことなど 

6-2. 追加情報  
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05 申請方法 

２０２６年９月１日（火）から２０２６年１０月３０日（金）正午まで申請を受け付けます。

本事業への申請は、事前エントリーを行い、JANPIA 出資事業部からのフィードバックを受け

た団体に限り可能です。 

「06 申請に必要な申請書類」をご準備の上、「公募受付システム」よりお申し込みください。

なお、役員名簿のパスワードは「役員名簿パスワード送付」フォームから送信してください。 

公募受付システム https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2026-investment/apply/ 

役員名簿パスワード送付 https://janpia.form.kintoneapp.com/public/officer-investment-list-

pwd 

※公募受付システム申請後の加筆・修正はできません。 

06 申請に必要な書類 

申請団体は、以下の書類を期日までに提出する必要があります。 

規程類について、やむを得ない理由により申請時点での提出が困難な場合は、資金提供契約

締結前までに提出してください。 

※期日までにご提出いただけない場合は、選定内定の取消し等の対応を行うことがあります

ので、十分ご注意ください。また、審査の過程で JANPIA より追加資料の提出や説明を求め

られた場合には、速やかにご対応ください。 

申請書類 
様
式 

提出 
形式 

ファンド
出資型申

請 

法人出資型申請 

備考 

申請 

団体 

申請 

団体 

コンソ

ーシア
ム構成
団体 

01 事業計画書 有 PDF ● ●  

指定様式での提出が必須となります。最新の様式

をダウンロードの上、必要事項をご記入ください。 

「07 事業計画書に含める内容について」をご確認

ください。 

02 出資意向確認リスト 有 PDF ●    

03 コンソーシアムに関す
る誓約書 

有 PDF  ●   

03-1 コンソーシアムの実
施体制表 

 PDF  ●   

04 その他（計画の別添等）  PDF 任意 任意  
提出ファイルの内容が分かる名称を設定してくだ

さい。 

05 団体情報※ 有 Excel ● ● ● 

ファンド出資型はファンド運営者について、法人

出資型はコンソーシアム構成企業全てについて記

載してください。 

https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2026-investment/apply/
https://janpia.form.kintoneapp.com/public/officer-investment-list-pwd
https://janpia.form.kintoneapp.com/public/officer-investment-list-pwd
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05-1 グループ全体の体系

図 
 PDF ● ●  

グループ各社の事業内容も合わせて記載くださ

い。該当がない場合は、必要ありません。 

05-2 現在運営中の投資事

業に関する資料 
 PDF ● ●   

06 役員名簿※ 有 Excel ● ● ● 
役員名簿にはパスワードをかけてご提出くださ

い。 

07 規程類必須項目確認書

※ 
有 Excel ●   

必須項目について整備されている場合はフォーム

内にて添付ください。 

※確認書の「提出、公開を求める規程類について」

も必ずご確認ください。 

08 資金提供契約案 有 PDF ● ●  

投資事業有限責任組合契約案、投資事業有限責任

組合契約案[劣後出資型]、出資契約書タームシート

案のいずれかを提出ください。（注）を参照。 

定款※  PDF ● ● ●  

規程類※  PDF ● ● ● 
07 の必須項目の規程類が整備されている場合は添

付ください。 

登記事項証明書（全部事項
証明書）※ 

 PDF ● ● ● 申請時点で発行日から 3 か月以内の写し。 

事業報告書※  PDF ● ● ● 
直近 3 年分。設立から 3 年未満の団体は、提出可

能期間分のみ提出してください。 

決
算
報
告
書
類 

.

決
算
報
告
書
類 

今期の決算見込み※  PDF ● ●   

貸借対照表※  PDF ● ●  

直近 3 年分。設立から 3 年未満の団体は、提出可

能な期間分のみ提出してください。 

 

◎：作成している場合のみ提出してください。 

損益計算書（活動計算
書、正味財産増減計算

書、収支計算書等）※ 

 PDF ● ●  

キャッシュ・フロー計
算書◎※ 

 PDF ● ●  

附属明細書◎  PDF ● ●  

財産目録◎  PDF ● ●  

収支決算書◎  PDF ● ●  

監事及び会計監査人
による監査報告書◎ 

 PDF ● ●  

・ファンド出資型で共同ファンド運営者がいる場合、上記必要書類の※印がついているものについて 

は団体ごとに提出が必要です。 

（注）【資金提供契約に関する補足】 

［ファンド出資型]  

※契約内容については採択後の協議を経て、最終決定するものとします。 

⚫ 公募サイトに公開している資金提供契約案（投資事業有限責任組合契約案）ひな形をベ

ースとして必要に応じて修正の提案を行ってください。申請する事業計画の都合上、ひ

な形からの修正が必要な項目がある場合は修正履歴と理由を必ずつけてください。採択

後は、原則として申請時に提案いただいた内容で契約締結することとなります。 

⚫ 申請時に記入が必須である項目は赤字で表記しています。記入の上で提出いただきます

ようお願いします。こちらは審査時に必要な情報となります。 

⚫ JANPIA とファンド運営者の間でのみ締結が必要な条項については「投資事業有限責任

組合に係るサイドレター」に記載しています。こちらは採択後に契約締結が必須となる
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ことにご留意ください。 

⚫ 本事業における資金提供契約案（投資事業有限責任組合契約案）ひな形において特に確

認が必要な項目についてはハイライトで表示しています。 

⚫ 劣後出資での申請をする場合は、公募サイトに公開している劣後出資型資金提供契約案

（投資事業有限責任組合契約案[劣後出資型]）ひな形をベースとして契約書案を作成し

てください。「第Ⅰ編 2 章 01 JANPIA の出資方針 ⑺劣後出資の適用条件」に適合する

ように設計してください。 

※劣後出資を希望し、適用対象とならなかった場合においても、一般出資として審査継続を

希望される場合、申請時点では「劣後出資型」にてご提出ください。 

 

［法人出資型］ 

※契約内容については採択後の協議を経て、最終決定するものとします。 

⚫ 公募サイトに公開している出資契約書タームシート案をベースとして、申請事業の内容

等を踏まえ必要に応じて修正の提案を行ってください。修正する場合は修正履歴と理由

を必ずつけてください。採択後は、原則として申請時に提案いただいた内容で契約締結

する事を前提に協議を進めます。 

※なお、法人出資型の契約形態は様々な形が考えられることから、事前エントリーでご

相談いただくことを推奨します。 

07 事業計画に含める内容 

事業計画に含める内容は以下の通りです。 

公募サイトに公開している様式「01 事業計画書（ワード）」をダウンロードの上、申請フォ

ームより提出してください。 

また、上記事業計画書の記載項目以外に補足説明が必要な場合は、A4 サイズのワード、パワ

ーポイント等を PDF 形式にてご提出ください。 

※事業計画に含めるインパクト関連事項ついては、「資金分配団体向け評価ガイドライン」及

び「評価ガイドライン説明会」をご参考ください。 

1.出資戦略 

1-1．対象とする社会課題（１０００文字程度で簡潔に記載してください） 

（受益者、課題の広さや深さなど、課題の状況がわかるよう記載してください。） 

1-2．上記課題を解決するための出資戦略 

（出資対象・出資の手法・期間・エグジット等を含み、どのように課題解決を

進めていくのかを具体的に記載してください。インパクトに関する詳細は 2 で

記載いただきますので、ここでは全体像を記載してください） 

1-3．提案する出資戦略の独自性・優位性・新規性など 

https://www.kyuplat.com/wp-content/uploads/2025/09/investment_hyoka.pdf?v=1758104237?from=public-contents
https://www.kyuplat.com/media-channel/video-janpia-2509-3/
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1-4．劣後出資の条件への適合度 (劣後出資を希望する場合のみ) 

（劣後出資は、対象とする社会課題について解像度高く特定されており、かつ

以下の場合などリターンに係る不確実性が高く、既存の融資や出資では資金調

達ニーズが満たされないと認められることを条件としています。そのため、例

えば以下に合致するような内容を記載してください） 

・資金分配団体が解決を目指す社会課題領域が、量もしくは質の観点で深刻 

 であること 

・対象とする社会課題の領域が、量もしくは質の観点で深刻であるものの、市 

  場として認知されていない等、民間資金が不足していると認められること 

・想定される財務リターンが低い、もしくは不確実性が高い等の理由により民 

  間商業資金の調達が困難であること 

2.イ ンパク ト戦

略 

2-1. 中期アウトカム（運用期間で達成したいアウトカム） 

2-2. 中期アウトカムに対する現状認識 

2-3. 長期アウトカム（最終的に目指す社会課題が解決された状態） 

2-4. 最終的に便益を届けたい人々 

2-5. 進捗確認（KPI 等） 

2-6. 具体的な戦略 

・出資先（実行団体） 

・投資家（資金分配団体）としての貢献 

2-7. リスクへの対応 

上記の項目の説明については、資金分配団体向け評価ガイドラインの「1.インパクト

設計」（P3～8）を参照してください。 

3.出資スキーム 

3-1. 基本概要 

【ファンド出資型】 

・ファンド規模（出資約束金額総額（予定）、想定額及び最大額） 

・LP 構成の状況（候補者の有無・名称、出資約束金額（予定）、出資確度等） 

・存続期間、出資期間、出資募集のスケジュール（ファイナルクローズの想定日 

も含む） 

【法人出資型】 

・申請時点における株主構成の想定、出資額 

・機関設計 

・JANPIA が取得する種類株式の内容 

・JANPIA のエグジットへの対応方針 

・管理費用の年間支出額 

3-2．希望する JANPIA の出資額（希望最大額と最小額を記載） 

3-3．出資対象(ステージ、主な業種・分野、テーマ、地域・エリア等) 

3-4．累計出資先数及び一案件当たりの出資額(想定最大額と最小額を記載) 

https://www.janpia.or.jp/_assets/download/dormant-deposits/ongoing/guideline/investment_hyoka.pdf
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29  人件費を費用・報酬に含める場合は、人件費水準の公表が必要になります。法人出資型も同様です。 

3-5．目標とする IRR とベースとなる予測キャッシュ・フローを用いた仮定とその詳

細（キャッシュ・フロー計画等、概算が分かるもの、エクセルファイルでの提

出も可能） 

4.資金計画 

4-1．管理報酬29・期間全体の資金計画(キャッシュ・フロー計画等、概算が分かるも

の、エクセルファイルでの提出も可能)※ファンドの存続期間について延長を想

定している場合は、延長期間を含めた管理報酬の計画を記載してください。  

4-2．成功報酬等の有無とその条件（創出された社会的成果との関連、料率、計算式、

支払方法等） 

5.出資プロセス 

5-1．ソーシング戦略（既に目途が立っている場合はその内容も記載） 

5-2．案件選定のプロセス 

5-3．伴走支援のプロセス（これまでの伴走支援の中で参考になるものがあれば具体

例を記載） 

5-4．エグジット戦略（IPO 以外の多様なエグジット方法についても記載） 

※各プロセスにおいて社会的インパクトの視点をどのように反映させるのかも記載

すること 

6.社 会的イ ンパ

クトの評価・管理 

6-1．社会的インパクト評価・管理のプロセス（資金分配団体） 

6-2．社会的インパクト評価・管理のプロセス（実行団体） 

6-3．インパクト・レポートの内容・作成過程・発行頻度（予定で可） 

※6-3 においては、出資先が未定であることを前提に、出資先に共通して適用する評

価・モニタリングの仕組みやルール、実施プロセスや体制等を記載してください。も

しすでに想定される指標や、指標の種類などがあれば、合わせてご記載いただいても

構いません。 

7.連携と対話/波

及効果 

7-1．JANPIA をはじめ、多様な関係者（社会課題に関連する関係者）との協働（事業

の準備段階から終了後までの体系的な対話） 

7-2．提案事業が成功した場合の地域・他分野における転用可能性 

7-3．JANPIA が本提案の資金分配団体に対して出資することの追加性（社会課題の領

域や国内のインパクト投資市場にもたらす波及効果等） 

8.チームの実績・

体制 

8-1．チームの体制図（ミドルバックオフィスや外部協力者を含む、関与する総人数

も記載） 

8-2．チームの強み、競争優位性、安定性 

8-3．主要メンバーのコミットメント割合(稼働率、役割等について) 

8-4．投資委員会の構成・意思決定のプロセス（社会的インパクトの視点をどのよう

に反映させるのかも含む）・各人の経歴・外部専門家の関与 
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08 公募説明会の実施 

JANPIA では、出資事業の公募に関する説明会を２０２６年７月２２日（水）に行います。公

募説明会の開催の詳細等は、JANPIA WEB サイトにてご確認ください。 

公募説明会 https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2026-investment/seminar/ 

2 章 審査結果の通知等 

01 審査結果の通知方法 

審査の結果は申請時に登録されたメールアドレス及びご担当者様宛てにメールにて通知しま

す。 

02 審査結果の情報公開 

休眠預金等活用事業の原資が国民の資産であることを踏まえ、国民への説明責任を果たすた

め、情報開示の徹底及び本制度全体の透明性の確保等が強く求められています。JANPIA で

は、こうした観点から以下の情報を WEB サイトで広く公開します。 

（１）申請団体数 

（２）選定過程 

（３）選定結果及び選定理由  

（４）選定された資金分配団体に対する JANPIA の出資総額等 

8-5．主要な出資担当者(キャピタリスト)の経歴や同種のファンドの運営実績等（ファ

ンド運営以外での伴走支援の実績などもあれば記載） 

8-6. 主要なインパクト評価担当者の経歴や評価実務実績等 

8-7．連携する外部の団体、専門家、自治体等 

8-8．JANPIA への報告体制 

9.利 益相反 防止

の取組 

9-1．株主、親会社（その親会社を中心とした資本関係・人的関係がある会社）、JANPIA

以外の共同出資者、申請団体の役職員、その他関係会社を含む潜在的な利益相

反の整理 

9-2．利益相反防止に向けた取組（一定期間の同種・類似事業又はファンド運営の禁

止、関係会社への出資を含む取引の禁止、親会社がいる場合は独立性の確保、

事業に対するアドバイザー等との利益相反防止の取組、等） 
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（５）選定された資金分配団体の事業概要 

３章 審査について 

01 審査のプロセス 

資金分配団体の審査は、以下の通り実施します。 

なお、ファンド出資型と法人出資型の選定は同一の手続とします。 

（１）申請に当たっては、事業の骨子を提出する事前エントリーを必須とする。全ての事前

エントリー団体に対し、JANPIA 出資事業部がフィードバックを実施。 

（２）資金分配団体の選定審査は、書面審査と二次審査の二段階で実施。 

（３）書面審査は、JANPIA の出資事業部及び投資審査会議が申請団体から提出された公募申

請書類の内容を精査し、書面審査通過者を決定。 

（４）書面審査通過者に対して、第三者の専門機関等によるデュー・デリジェンスを実施。 

※財務、法務、社会的インパクトの評価・管理等を含め「02 審査基準等」に記載の各

項目について総合的に適正調査を実施します 

   ※調査については、原則として対面により実施します。また、4 時間程度のヒアリン

グに加え、調査に必要な追加資料の提出・確認等を含め、一定の対応時間を要しま

す。 

（５）二次審査においては、JANPIA の投資審査会議が、公募申請書類やデュー・デリジェン

スの結果を踏まえて、直接、申請団体の役職員と面談し、資金分配団体としての適性

を公正に審査。 

（６）JANPIA の理事会は、投資審査会議における審査結果を踏まえて資金分配団体を決定。 

（７）理事会により資金分配団体を決定した後に、必要に応じて、他の民間共同出資者の募

集及び契約条件の最終調整等を行い、資金提供契約を締結後、JANPIA は資金分配団体

への出資を実行。 

02 選定基準等 

以下の選定基準に基づき審査を行います。そのほか、全体のバランスを鑑み、地域や分野な

どを考慮することがあります。 

1.ガバナンス・コン

プライアンス 

・提案されている出資事業を公正かつ適確に遂行できるガバナンス・コンプ

ライアンス体制等を備えているか 

・利益相反を防止するための体制を備えているか 

・人権侵害（ハラスメント等）の有無を確認・報告・対処する体制があるか、

及び防止するための予防策を整えているか 
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・必要な規程類が整備されているか（もしくは整備できる準備ができている） 

2.経営の健全性 
・提案されている出資事業を、安定的に運用することが可能な経営基盤を整

えているか(もしくは整えられる予定が明確であるか) 

3.出資戦略・計画 

・解決を目指す社会課題は何か。対象とする社会課題は、深さや広さ、領域自

体の困難さ等の観点から重要性の高いものを対象としているか 

・対象とする社会課題の現状を踏まえ、解決するための道筋が明確に示され

ているか 

・費用・報酬等が出資戦略を実行する上で適切な水準に設定されているか 

・適格機関投資家を含め、共同出資者を集められる見込みがあるか 

4.出資プロセス 

・案件発掘：出資戦略に沿って、社会的インパクトを生み出す案件発掘のプロ

セスが構築されているか、既に具体的な目途が立っているか 

・出資案件評価：案件評価において、社会的インパクト及び企業価値の両面か

ら評価するプロセスが確立されているか 

・投資委員会：出資の意思決定において、社会的インパクトが明確な判断基準

の 1 つに位置付けられているか 

・伴走支援：社会的インパクト実現と企業価値向上の両面で適切な伴走支援

が計画されているか。実行団体とのコミュニケーション頻度の目安や方法

が示されているか 

・エグジット戦略：実行可能性があり、IPO だけに依らない多様なエグジット

戦略が構築されているか 

・出資プロセスの一貫性：案件発掘からエグジット戦略まで、一貫性のあるプ

ロセスが構築されているか 

5.財務リターン目標 

・リターン目標は対象とする社会課題、事業戦略、市場動向などを反映して現

実的に設定されているか 

・財務リターン及びエクジット戦略はこれまでの実績やマーケットにおける

事例と比べて適切か 

・投資倍率１倍確保の蓋然性が見られるか 

6.社会的インパクト

の評価・管理 

・資金分配団体の社会的インパクトについて、一貫した手法に基づき測定さ

れ、運営に活かす仕組みが構築されているか 

・実行団体の社会的インパクトについて、一貫した手法に基づき測定、もしく

は測定を支援する仕組みが構築されているか 

・ネガティブインパクトを把握し、対応する仕組みを構築しているか（構築し

ようとしているか） 

・社会的インパクト評価の内容をまとめ、投資家や対外的に報告する仕組み

や体制が構築されているか 
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7.連携と対話 
・JANPIA をはじめ、多様な関係者（社会課題に関連する関係者）との協働、

事業の準備段階から終了後までの体系的な対話が想定されているか 

8.チームの実績・体

制 

・出資に関する十分な実績（事業成長の伴走支援も含む）があり、制度の求め

る実績を出せる可能性を見込むことができるか 

・対象とする社会課題に関する知識・経験を十分に有しているか、事業遂行に

必要なネットワークを十分に有しているか 

・異なる経験、視点を持つメンバーで構成されているか 

・チームが事業の成功に十分コミットしており、メンバーの工数も確保がで

きているか、メンバーの役割分担が明確かつ適切か 

・対象とする社会課題に対して何らかのアクションを既に起こしている等、

社会課題解決や社会的インパクト創出に向けた強い意思を持っていること

が確認できるか 

9.出資の波及効果 

・JANPIA が出資することによる追加性が大きいか（当該分野に対する出資が

はじめて等） 

・他の地域・他分野でも転用可能なスキームか 

・ （劣後出資を希望する場合）劣後出資により期待される民間資金の呼び水

効果や市場形成への寄与が見込まれるか 

※不選定の損害等 

審査の結果、資金分配団体及び実行団体に選定されなかったことによる一切の損害及び本制度に係る

法令や政府の運用方針の変更等による損害については、JANPIA が責任を負うものではありません。 

03 ガバナンス・コンプライアンス体制等の確認 

ガバナンス・コンプライアンス体制等については、以下の項目について確認・審査を行いま

す30。なお、申請時に未整備である事項については、JANPIA と資金分配団体との間で資金提

供契約を締結するまでに整備を完了する旨の誓約を行っていることが必要です。 

（１）規程類の整備 

以下のガバナンス・コンプライアンス体制に関する規程類が備えられ、公表されているこ

と。 

①コンプライアンス体制31整備のための規程 

②組織の運営を公正に行うための必要な規程32 

③不正行為や利益相反防止のための規程33 

 
30 法人出資型においては、採択後から出資事業開始までの間にこれらの体制を整備する必要があります。 

31 コンプライアンス施策の検討等を行う組織（外部の有識者等も参加するもの）及びその下に実施等を担う部署が設置されるなどの体

制等 

32 意思決定機関の運営規則や倫理規程、役員報酬規程、情報公開規程等 

33 資金分配団体が実行団体を選定・監督するに当たり利益相反を防ぐための倫理規程、意思決定機関の運営に関する規程、役員の利益
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（２）内部通報制度 

「公益通報者保護法第 11 条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関し

て、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（令和３年内閣府告示第 118 号）」を踏

まえ、内部通報制度を整備、運用していること34。 

（３）運営体制 

公正かつ適確に業務を遂行するために必要なトップマネジメント体制を備えていること。な

お、本制度においては、資金分配団体及び実行団体に対してガバナンス・コンプライアンス

規程の策定・公表を義務付けています。 

第Ⅲ編 選定から終了まで 

1 章 出資事業の流れ 

01 選定から資金提供まで 

採択が決定してから資金の提供による事業開始までの主な流れは次の通りです。 

【ファンド出資型】 

選定結果通知 JANPIA より選定結果が通知されます。 

▼  

事業内容や契約の調整 

関係者（ファンド運営者、他の LP 候補、JANPIA 等）との間で事業や

契約内容の調整・合意形成を行い、必要に応じて共同出資者の募集及

び契約条件の最終調整を経て、資金提供契約を行います。 

▼  

資金提供契約の締結・登記 

契約を締結し、ファンドを設立・登記します。払込口座を開設し、

JANPIA へ報告します。 

※ファンド設立については、採択後半年以内を目安とします。ただし、

進捗状況等を踏まえ、必要に応じて概ね 1 年程度までは協議の上対応

する場合があります。 

▼  

 

相反防止のための自己申告に関する規程等。なお、不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実

施し、その内容を公表する旨定められていること。規程は JANPIA の諸規程を参考にしてください。 

34 自団体で整備することが困難な場合は、JANPIA のヘルプライン窓口の外部機関を利用することで足りるものとします。 

https://www.janpia.or.jp/about/rule/
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出資金の受領・事業開始 
資金分配団体への出資金はキャピタル・コールに基づき、指定された

払込口座に支払います。 

 

【法人出資型】 

選定結果通知 JANPIA より選定結果が通知されます。 

▼  

事業内容や契約の調整 
関係者（コンソーシアム申請者、JANPIA）にて事業や契約の内容調整

を行い、合意形成及び契約に必要な書類等の準備を行います。 

▼  

資金提供契約締結 コンソーシアム申請者と JANPIA にて資金提供契約を締結します。 

▼  

会社設立・登記 

コンソーシアム又は主幹事が資金分配団体を設立・登記します。払込

口座を開設し、JANPIA へ報告します。 

※法人設立については、採択後半年以内を目安とします。ただし、進

捗状況等を踏まえ、必要に応じて概ね 1 年程度までは協議の上対応す

る場合があります。 

▼  

出資前提条件の充足確認 出資の前提としている諸条件が充足しているかの確認を行います。 

▼  

資金提供契約への資金分配団

体の参加 

コンソーシアム申請者と JANPIA にて締結済の資金提供契約に、新た

に設立された資金分配団体が参加します。 

▼  

第三者割当 

出資金の受領 

JANPIA は、第三者割当により資金分配団体の株式を引受け、出資金の

払込みを行います。 

▼  

事業開始 出資の払込み完了後、資金分配団体としての事業を開始します。 

※契約締結にあたっては、希望に応じて電子契約による対応も可能です。 

02 資金提供契約の要点 

資金提供契約は、出資事業の実施に関して必要な事項を定めた JANPIA 指定の資金提供契約

案（ひな形）をベースとして、双方協議により締結します。以下、資金提供契約の要点を記

載します。詳細については JANPIA 指定の資金提供契約案（ひな型）をご参照ください。 
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（１）進捗管理、各種報告 

JANPIA は資金分配団体（ファンド出資型においてはファンド運営者を含む。以下、本項目に

おいて同じ。） 、資金分配団体は実行団体の進捗管理を行います。進捗管理、各種報告につ

いては、「第Ⅰ編 2 章 出資の概要」に記載の通りです。 

（２）ガバナンス・コンプライアンス体制の整備 

ファンド運営者、資金分配団体は、不正行為、利益相反その他組織運営上のリスクを管理す

るため、ガバナンス・コンプライアンス体制の整備を行います。また、出資金の不正使用、

違法行為等があった場合には、直ちに JANPIA に通知し不正行為等の是正のために必要な措

置を講ずるものとします。 

なお、JANPIA は、ファンド運営者、資金分配団体における出資金の流用や不正使用等の事案

が明らかになった場合は、当該事案が発生した原因を究明し、再発の防止のための措置を講

ずるとともに、その事案の内容等について内閣総理大臣に報告し、公表することとします。

また、ファンド運営者、資金分配団体における出資金の流用や不正使用等の事案の関係者に

ついて、資金提供契約に基づく措置を講ずるほか、刑事告発等の必要な措置を講じます。 

（３）実行団体の選定及び監督 

資金分配団体は、実行団体の選定に当たっては、実行団体の多様性に十分配慮するととも

に、採択結果が特定の団体等に偏らないよう留意します。 

ファンド出資型においてはファンド運営者、法人出資型においては資金分配団体又はコンソ

ーシアム構成企業と実行団体への申請団体との役員の兼職を不可とし、過去に兼職関係があ

った場合、退任後６か月間は、当該団体による実行団体への公募申請はできないものとしま

す。実行団体の選定後は、実効的な伴走支援を提供するとともにガバナンスを強化するた

め、これら団体の役職員を実行団体の役員として派遣することができるものとします。 

なお、資金分配団体と実行団体は出資に関する契約を締結し、事業の進捗状況の把握と緊密

な連携を行います。 

（４）事業の社会的評価 

本制度の事業の実施に当たっては、達成すべき成果を事前に明示した上で、その成果の達成

度合いを重視した社会的インパクト評価を実施することで、成果の可視化に取り組むことと

しています。 

（５）シンボルマークの活用 

休眠預金等を活用して実施する事業であることを示すためのシンボルマーク35を表示してくだ

さい。具体的な利用方法については、JANPIA が別途定める「シンボルマーク利用手引き」を

ご参照ください。 

（６）情報公開 

 
35 シンボルマークのダウンロード、シンボルマークの規程、手引き等 

https://www.janpia.or.jp/other/symbol/#anchor02
https://www.janpia.or.jp/dantai/symbol/
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資金分配団体は、実行団体の公募に当たって、公募要領や公募に必要な書式について自団体

の WEB サイトで公表します。また、ガバナンス・コンプライアンス体制に関する規程類等

を自団体の WEB サイトで一般に公表します。詳細は申請書中の「情報公開同意書」をご参

照ください。なお、JANPIA は、資金分配団体及び実行団体の情報のうち公開情報として登録

された情報について、情報公開サイトにて広く一般に公開できるものとします。 

（７）選定の取消し 

JANPIA は、資金分配団体が次のいずれかに該当すると判断した場合、資金分配団体としての

選定の取消し、又は事業の全部もしくは一部の停止を求めることができます。資金分配団体

は、この求めに応じる必要があります。さらに、選定を取り消され、その取消しの日から 3

年を経過しない団体は、資金分配団体、活動支援団体、実行団体及び支援対象団体の選定に

申請することができません。 

⚫ 資金分配団体又は実行団体に対する出資金の活用による事業の適正かつ確実な実施が困

難であるとき 

⚫ 不正行為等があったとき 

⚫ 資金分配団体として選定を受けた際に付された条件に基づく措置、処分等又は資金提供

契約に違反したとき 

⚫ 以上に掲げる事由のほか、資金提供契約が解除された場合、その他出資金の公正な活用

及び事業の適正な遂行が困難と認められるとき 

03 出資金の公正な活用及び事業の適正な遂行の確保 

JANPIA は、資金提供契約に基づき資金分配団体における出資金の公正な活用及び事業の適正

な遂行を確保するため必要があると認めるときは、資金分配団体に対し、以下の措置を講ず

ることとします。また不正行為等があったときには不正の原因究明、関係者に対する厳格な

処分、 再発防止策の策定及び JANPIA の WEB サイトにおいて内容の公表を行うこととしま

す。 

（１）資金分配団体における出資金を活用した事業又は当該事業に関する財産の状況に関す

る報告、資料の提出 

（２）JANPIA の職員の資金分配団体の営業所又は事務所その他施設への立入、出資金を活用

した事業及び財産の状況に関する質問、帳簿書類その他の物件の検査 

（３）当該資金分配団体における事業の公正かつ適確な遂行のための体制整備等の履行を担

保するための措置 

（４）出資金の公正な活用及び事業の適正な遂行を確保するために必要な措置 

（５）資金分配団体が実行団体を監督するための必要な事項36の確認 

 
36 公募要領、資金提供契約、適正な経理処理など（不正が発生した場合の、株式の買取り等を含む） 
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04 会計監査の実施 

本事業を含む毎年度の決算書類について、外部監査を実施してください。また、JANPIA は、

必要がある場合には、自らの費用において資金分配団体の会計監査を実施することができる

ものとします。 

2 章 その他 

01 個人情報の取扱いについて 

JANPIA は、全ての個人情報について、不正アクセス、盗難、持出し等による紛失、破壊、改

ざん及び漏えい等が発生しないように適正に管理し、必要な予防・是正等の適切な安全管理

措置を講じます。また、個人情報の取扱いを第三者に委託する場合は、適切な委託先を選定

するとともに、委託先に安全管理措置を遵守させるために必要な契約を締結し、さらに、委

託先において個人情報の適正な管理が行われるよう管理・監督します。 

⚫ JANPIA の個人情報保護に関する基本方針 https://www.janpia.or.jp/other/privacy 

02 参考情報 

（１）よくある質問（休眠預金活用プラットフォーム） 

出資事業に関するよくあるご質問に回答しております。ご活用ください。 

⚫ よくある質問：https://www.kyuplat.com/faq-search/?faq-category=investment 

（２）インパクト投資に関する情報発信（note） 

出資事業部ではインパクトファーストな投資情報や社会的インパクト評価の先進事例、社会

課題を解決するインパクトスタートアップに関する情報などを発信しております。 

⚫ JANPIA 出資事業部 note | インパクト投資の世界を広げる：https://investment-

note.janpia.or.jp/ 

03 お問い合わせ先 

一般財団法人日本民間公益活動連携機構 出資事業部 （JANPIA） 

※公募に関するお問い合わせはフォームのみの受付となります。 

⚫ 質問窓口：https://janpia.form.kintoneapp.com/public/janpia-9estionwindw 

https://www.janpia.or.jp/other/privacy
https://www.kyuplat.com/faq-search/?faq-category=investment
https://investment-note.janpia.or.jp/
https://investment-note.janpia.or.jp/
https://janpia.form.kintoneapp.com/public/janpia-9estionwindw

